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平成３０年度第三セクター等の状況に関する調査 凡例 

 

Ⅰ 全国集計 

 

○「報告地方公共団体区分」（Ｄ列） 

 １：都道府県  ２：指定都市  ３：市区町村 

 

○「類型」 

①「法人分類」（Ｌ列） 

   ０：特例民法法人    １：公益・一般社団法人  ２：公益・一般財団法人 

   ３：株式会社      ４：特例有限会社     ７：合同会社  

   ８：地方住宅供給公社  ９：地方道路公社     10：土地開発公社  

   11：地方独立行政法人 

 

 ②「公益・一般」（Ｍ列） 

   １：公益社団（財団）法人  ２：一般社団（財団）法人 

 

 ③「一般社団・財団法人法施行前の分類」（Ｎ列） 

   １：社団法人  ２：財団法人  ３：有限責任中間法人  ４：任意団体等 

 

 ④「業務分類」（Ｏ列） 

   １：地域・都市開発関係   ２：住宅・都市サービス関係  

   ３：観光・レジャー関係   ４：農林水産関係  

   ５：商工関係        ６：社会福祉・保健医療関係 

   ７：生活衛生関係      ８：運輸・道路関係  

   ９：教育・文化関係     10：公害・自然環境保全関係  

   11：情報処理関係      12：国際交流関係  

   13：その他 

 

 ⑤「業務小分類」（Ｐ列） 

   別紙参照 

 

 ⑥（地方独立行政法人）「公営企業型・非公営企業型」（Ｑ列） 

   １：公営企業型地方独立行政法人  ２：非公営企業型地方独立行政法人 
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 ⑦（地方独立行政法人）「公務員型・非公務員型」（Ｒ列） 

  １：公務員型地方独立行政法人  ２：非公務員型地方独立行政法人 

 

 ⑧「指定管理者」（Ｓ列） 

  １：指定管理者として公の施設の管理運営をU行っている 

２：指定管理者として公の施設の管理運営をU行っていない 

 

○（「設立期」・「出資期」）元号（Ｕ列・Ｗ列） 

  １：明治  ２：大正  ３：昭和  ４：平成 

 

○「出資割合・財政的援助の状況」（Ｙ列） 

  １：地方公共団体等出資割合が25％以上である（地方三公社・地方独法を含む） 

  ２：地方公共団体等出資割合が25％未満であるが、財政的支援を受けている 

  ３：地方公共団体等出資割合が25％未満かつ財政的支援を受けていない 

 

○ 「経営状況等調査対象法人」（ＡＺ列） 

０：対象外  １：対象 

 

○「適用会計基準」（ＤＣ列） 

  １：新公益法人会計基準（平成20年改正基準） 

  ２：新公益法人会計基準（平成16年改正基準） 

  ３：中小企業の会計に関する指針 

  ４：地方住宅供給公社会計基準 

  ５：地方道路公社法施行規則 

  ６：土地開発公社経理基準要綱 

  ７：一般に公正妥当と認められる企業会計の基準 

  ８：地方独立行政法人会計基準 

  ９：その他 

 

○「財務諸表の確認状況」（ＤＤ列） 

  １：公認会計士（監事・監査役を除く）又は監査法人による監査を受けている 

  ２：公認会計士（監事・監査役を除く）又は監査法人による確認を受けている 

  ３：会計参与を設置している 

  ４：税理士による確認を受けている 

  ５：地方公共団体の監査委員による監査を受けている 

  ６：公認会計士の資格を有する監事・監査役による監査を受けている 
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  ７：公認会計士の資格を有しない監事・監査役による監査を受けている 

  ８：上のいずれも行っていない 

 

○「販売用不動産の評価方法」（ＤＥ列） 

  １：全ての不動産に低価法を適用 

  ２：全ての不動産に強制評価減を適用 

  ３：一部の不動産に低価法を適用 

４：一部の不動産に強制評価減を適用 

  ５：いずれも適用していない 

  ６：販売用不動産を所有していない 

 

○「減損会計適用の有無」（ＤＧ列） 

  １：全ての事業用固定資産に適用済 

  ２：一部の事業用固定資産に適用済 

  ３：適用未済 

４：事業用固定資産を所有していない 

 

○「定期的な点検評価体制の有無」（ＤＱ列） 

  １：設置されている 

  ２：設置されていない 

 

○「情報公開の状況（開示請求によらない情報公開）」 

 ①「主体」（ＤＷ列） 

  １：地方公共団体が情報公開を行う 

  ２：当該法人が情報公開を行う 

  ３：地方公共団体及び当該法人が情報公開を行う 

  ４：地方公共団体も当該法人も情報公開を行っていない 

 

 ②「条例・要綱等設置」（ＤＸ列） 

 ・ 法人の経営、運営状況に関する情報を公開するための条例・要綱等の制定の有無 

  について、 

  １：制定されている 

２：制定されていない 

 

 

 ③「公開される情報」（ＤＺ～ＥＥ列） 
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  ・ 公開される情報について、該当する項目については「１」を記入、該当しない項

目については「２」を記入 

 

○ 「民間委託の活用状況」 

 ①「民間委託の活用有無」（ＥＦ列） 

  ・ 当該法人による民間企業（又は個人）への業務委託の活用有無について 

１：活用している 

   ２：活用していない 

 

 ②「民間委託を活用している主な業務の内容」（ＥＧ～ＥＫ列） 

  ・ 民間委託を活用している主な業務の内容について、該当する項目については「１」

を記入、該当しない項目については「２」を記入 

 

 ③「民間委託を活用している理由」（ＥＭ～ＥＱ列） 

  ・ 民間委託を活用している理由について、該当する項目については「１」を記入、

該当しない項目については「２」を記入 
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Ⅱ 統廃合等全国集計 

 

○「廃止理由」 

   ア：既に事業目的を達成（予定していた業務が終了） 

   イ：他に類似の業務を行う第三セクター等があるため 

   ウ：経営状況は順調であったが、事業の目的が達成できないため 

   エ：経営状況が低調で、改善が困難であるため 

   オ：指定管理者制度の活用により、業務が失われたため 

   カ：都道府県・市区町村の直営事業へ移行したため 

   キ：新公益法人への移行申請を期限までに行わなかった、または申請は行ったが認

可・認定を得ることができなかったことによりみなし解散したため 

   ク：その他 

 

○「統合理由」 

   ア：類似の業務を行う第三セクター等であるため 

   イ：広域的な共同設立が望ましいと考えられるため 

   ウ：組織の効率化、経営の合理化等のため 

   エ：市町村合併のため 

   オ：その他 

 

○「引揚理由」 

   ア：既に目的を達成したため 

   イ：経営上、公的関与の必要性がなくなったため 

   ウ：出資地方公共団体の財政事情によるため 

   エ：公益法人制度改革に伴い寄付等により出資金の返還を受ける等したため 

   オ：その他 

 


